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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が営んでいる事業

の内容に重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社ついても異動はありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第42期

第１四半期 
連結累計期間

第43期
第１四半期 
連結累計期間

第42期
 

会計期間
自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日

自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日

自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日

営業収益 (百万円) 10,318 11,580 54,176 

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △1,264 △384 4,681 

当期純利益 
又は四半期純損失(△) 

(百万円) △722 △239 2,389 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △693 △235 2,483 

純資産額 (百万円) 23,760 25,741 26,937 

総資産額 (百万円) 50,256 51,138 58,357 

１株当たり当期純利益         
又は四半期純損失(△) 

(円) △15.06 △4.98 49.79 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益 

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 47.3 50.3 46.2 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、復興需要等により緩やかな回復がみられるもの

の、欧州の金融不安、円高の長期化等、景気の下振れリスクが存在することから、景気の先行きにつ

いては不透明な状況が継続いたしました。 

 不動産流通業界におきましては、リテール市場において中古マンションの取引件数が前年同期を上

回るなど堅調に推移するとともに、ホールセール市場においても、４年半ぶりに新たなリートが上場

するなど回復の兆しが見られました。 

 このような状況において、当社グループは、主力の売買仲介業において、取引件数・平均取扱金額

ともに前年同期を上回ったことなどから、営業収益は11,580百万円（前年同期比12.2％増）となりま

した。また営業損失は409百万円（前年同期は1,292百万円の営業損失）、経常損失は384百万円（前

年同期は1,264百万円の経常損失）、四半期純損失は239百万円（前年同期は722百万円の四半期純損

失）となりました。  

  
セグメントの業績は次のとおりです。なお、セグメント間の内部取引高を含んでおります。 

  
（仲介） 

仲介業では、リテール部門において、各営業店舗による地域深耕を進めるなど、一般個人を対象と

した実需取引の強化に努めてまいりました。また、当第１四半期連結累計期間に「北千住センター」

（東京都）、「横浜元町センター」（神奈川県）、「円山センター」（北海道）の３店舗を新規出店

いたしました。ホールセール部門においては、投資市場において大型案件への取り組みを強化し、収

益の拡大に努めてまいりました。 

 この結果、仲介業における営業収益は7,089百万円（前年同期比16.1％増）、セグメント利益（営

業利益）は423百万円（前年同期は344百万円の営業損失）となりました。 

  

（販売受託） 

販売受託業では、前年同期と比較して関西の引渡計上件数が減少したものの、首都圏の引渡計上件

数が増加したことなどから、営業収益は356百万円（前年同期比5.6％増）、セグメント損失（営業損

失）は447百万円（前年同期は474百万円の営業損失）となりました。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

― 3 ―



  
（賃貸） 

賃貸業では、主力の管理代行・借上ともに管理戸数が増加したことにより、営業収益は3,282百万

円（前年同期比12.3％増）となりました。セグメント利益（営業利益）は504百万円（前年同期比

20.1％増）となりました。 

  
（不動産販売） 

不動産販売業では、新規案件の取得について厳選して取り組んだことから、営業収益は856百万円

（前年同期比10.1％減）、セグメント利益（営業利益）は30百万円（前年同期は16百万円の営業損

失）となりました。 

  

（その他） 

不動産鑑定業や保険代理業等周辺事業に取り組み、収益の拡大を図ってまいりました。 

これらによる営業収益は27百万円（前年同期比6.1％増）、セグメント利益（営業利益）は14百万円

（前年同期比33.4％増）となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

（資産） 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて7,055百万円減少し、28,843百万円となりました。これは

主として、有価証券が7,532百万円増加した一方で、現金及び預金が6,523百万円、短期貸付金が

5,999百万円、立替金が2,020百万円減少したことによるものであります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べて162百万円減少し、22,294百万円となりました。これは主

として、敷金及び保証金が53百万円、有形固定資産が52百万円、無形固定資産が39百万円減少したこ

とによるものであります。 

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて7,218百万円減少し、51,138百万円となりました。 

  

（負債） 

負債は、前連結会計年度末に比べて6,023百万円減少し、25,396百万円となりました。これは主と

して、受託預り金が3,102百万円、未払法人税等が1,919百万円、賞与引当金が1,171百万円減少した

ことによるものであります。 

  

（純資産） 

純資産は、前連結会計年度末に比べて1,195百万円減少し、25,741百万円となりました。これは主

として、四半期純損失239百万円の計上や配当金を959百万円支払ったことによるものであります。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 147,000,000 

計 147,000,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成24年８月９日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 48,000,000 48,000,000 
東京証券取引所 
（市場第一部）

単元株式数は100株で
あります。 

計 48,000,000 48,000,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成24年６月30日 ― 48,000 ― 1,396 ― 944 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できな

いため、記載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿に

よる記載をしております。 

① 【発行済株式】 

 平成24年６月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株(議決権４個)含まれ

ております。   

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式82株が含まれております。  

  

② 【自己株式等】 

 平成24年６月30日現在 

 
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 

1,000 
― ―

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

47,996,500 
479,965 ― 

単元未満株式 
普通株式 

2,500 
― ― 

発行済株式総数 48,000,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 479,965 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
  東急リバブル㈱ 

東京都渋谷区道玄坂一丁
目９番５号 1,000 ― 1,000 0.00 

計 ― 1,000 ― 1,000 0.00 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１

日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,597 5,074

受取手形及び売掛金 163 127

有価証券 － 7,532

販売用不動産 7,033 6,588

仕掛販売用不動産 412 484

その他 16,708 9,053

貸倒引当金 △16 △18

流動資産合計 35,899 28,843

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,221 5,176

土地 5,772 5,771

その他（純額） 293 286

有形固定資産合計 11,287 11,234

無形固定資産 2,579 2,540

投資その他の資産   

その他 8,702 8,630

貸倒引当金 △111 △110

投資その他の資産合計 8,590 8,519

固定資産合計 22,457 22,294

資産合計 58,357 51,138
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 44 14

短期借入金 4,701 4,701

未払法人税等 2,013 94

受託預り金 8,881 5,778

賞与引当金 1,741 569

役員賞与引当金 42 13

その他 8,958 9,225

流動負債合計 26,383 20,398

固定負債   

長期借入金 18 18

退職給付引当金 2,515 2,537

その他 2,503 2,442

固定負債合計 5,036 4,998

負債合計 31,420 25,396

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,396 1,396

資本剰余金 944 944

利益剰余金 24,159 22,960

自己株式 △1 △1

株主資本合計 26,498 25,299

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 438 441

その他の包括利益累計額合計 438 441

純資産合計 26,937 25,741

負債純資産合計 58,357 51,138
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

営業収益 ※１  10,318 ※１  11,580

営業原価 10,690 11,018

営業総利益又は営業総損失（△） △372 561

販売費及び一般管理費 919 971

営業損失（△） △1,292 △409

営業外収益   

受取利息 5 7

受取配当金 15 16

受取保険金 14 8

その他 19 7

営業外収益合計 55 40

営業外費用   

支払利息 24 10

支払手数料 2 2

その他 0 0

営業外費用合計 27 14

経常損失（△） △1,264 △384

税金等調整前四半期純損失（△） △1,264 △384

法人税等 △541 △145

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △722 △239

四半期純損失（△） △722 △239
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △722 △239

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 29 3

その他の包括利益合計 29 3

四半期包括利益 △693 △235

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △693 △235

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【継続企業の前提に関する事項】 

該当事項はありません。 

  

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

該当事項はありません。 

  

【会計方針の変更等】 

  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

   １  保証債務 

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

 ※１ 売上高の季節的変動 

前第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日 至  平成23年６月30日）及び当第１四半期連結

累計期間（自  平成24年４月１日 至  平成24年６月30日） 

営業収益のうち販売受託業収益は季節的変動があり、通常の営業形態として第４四半期連結会計期間

に収益計上が集中する傾向にあります。 

  

(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 
当第１四半期連結累計期間

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以

降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

これによる当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

当第１四半期連結累計期間
 (自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日)

１ 税金費用の計算 

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 
前連結会計年度

(平成24年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成24年6月30日)

住宅ローン利用顧客
（住宅ローンの保証) 

63百万円 62百万円

合計 63百万円 62百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりで

あります。 

  
  

 
  

(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

減価償却費 294百万円 306百万円

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 959 20 平成23年３月31日 平成23年６月28日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月25日 
定時株主総会 

普通株式 959 20 平成24年３月31日 平成24年６月26日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日) 

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、エクイティ投資や、保険代理業

務、不動産鑑定業務等を含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△887百万円には、セグメント間取引消去△２百万円、各報告セグ

メントに配分しない全社費用△885百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費であります。 

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  
Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、エクイティ投資や、保険代理業

務、不動産鑑定業務等を含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△933百万円には、セグメント間取引消去△４百万円、各報告セグ

メントに配分しない全社費用△929百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費であります。 

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額   
(注)３

仲介 販売受託 賃貸
不動産
販売

計

営業収益    

  外部顧客への営業収益 6,096 321 2,921 952 10,292 25 10,318 ― 10,318 

  セグメント間の内部 
  営業収益又は振替高 7 16 0 ― 24 ― 24 △24 ―

計 6,103 337 2,922 952 10,316 25 10,342 △24 10,318 

セグメント利益又は  
損失（△） 

△344 △474 420 △16 △415 10 △404 △887 △1,292

  (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額   
(注)３

仲介 販売受託 賃貸
不動産
販売

計

営業収益    

  外部顧客への営業収益 7,075 340 3,280 856 11,552 27 11,580 ― 11,580 

  セグメント間の内部 
  営業収益又は振替高 14 16 1 ― 31 ― 31 △31 ―

計 7,089 356 3,282 856 11,584 27 11,612 △31 11,580 

セグメント利益又は  
損失（△） 423 △447 504 30 510 14 524 △933 △409
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

項目 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

１株当たり四半期純損失 15.06円 4.98円

 (算定上の基礎) 

四半期純損失(百万円) 722 239 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 722 239 

普通株式の期中平均株式数(千株) 47,998 47,998 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

― 16 ―



  
平成24年８月９日

東急リバブル株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

急リバブル株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期
間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成
24年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東急リバブル株式会社及び連結子会社の平
成24年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示
していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    百    井    俊    次    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    吉    村         基    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年８月９日 

【会社名】 東急リバブル株式会社 

【英訳名】 TOKYU LIVABLE, INC. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  中 島 美 博 

【最高財務責任者の役職氏名】        ― 

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区道玄坂一丁目９番５号 

【縦覧に供する場所】 関西支社 

  (大阪市北区梅田一丁目11番４) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



当社代表取締役社長 中島美博は、当社の第43期第１四半期(自 平成24年４月１日 至 平成24年６

月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたし

ました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




